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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第69期
第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

売上高 (千円) 5,846,724 5,649,525 11,186,348

経常利益 (千円) 325,572 142,063 276,979

四半期(当期)純利益 (千円) 294,556 2,669 133,495

四半期包括利益又は
包括利益

(千円) 523,493 51,094 467,615

純資産額 (千円) 9,650,695 9,598,064 9,635,111

総資産額 (千円) 13,049,598 13,070,745 13,748,386

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 19.22 0.17 8.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 73.95 73.43 70.08

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 275,257 536,162 441,703

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円)  △68,528 △73,152 △644,492

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円)  △36,018 △117,655 269,634

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 3,521,829 3,914,665 3,671,846
 

 

回次
第69期
第２四半期
連結会計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期
純利益金額

(円) 2.53 5.69
 

(注) 1. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経理指標等の推移については記載し

ておりません。

 2. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 
3. 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。
 

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社(以下、「当社グループ」)において営まれている事

業の内容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

(1) 事業等のリスク

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事

業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

(2) 継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度に当期純利益１億33百万円及び営業キャッシュ・フロー４億41百万円のプラス

を計上することができましたが、依然として営業損失１億99百万円を計上しておりました。当第２四半期連結累計

期間においては、営業利益95百万円及び四半期純利益２百万円を計上したものの、本格的な業績の回復を確認でき

るまでには至っていないこと等から、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような

事象又は状況が存在しているものと認識しております。

当社グループでは、当該事象又は状況を早期に解消、改善すべく対応策に取り組んでおりますが、現時点では継

続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。なお、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事

象又は状況及びその対応策に関しましては、「３　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析　

（6）継続企業の前提に関する重要事象等についての分析、検討内容及び解消、改善するための対応策」に記載し

ております。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成26年４月～平成26年９月）におけるわが国経済は、政府主導の経済対策や金

融政策等により、企業収益は改善され景気回復の兆しが見られましたものの、円安による原材料価格の上昇や消

費税増税前の駆け込み需要の反動による消費の減少により、先行き不透明な状況で推移いたしました。一方、海

外では新興国経済の成長の鈍化、欧州での政情不安など先行きの不透明感は払拭できない状況で推移いたしまし

た。

当社グループにおきましては、販売面においては北米市場に注力し、欧州市場の事業収益の改善に向けて販売

体制を整備する等の活動を展開してまいりました。また、開発及び生産面においては、付加価値の高い新製品の

開発と原価低減を進めてまいりました。

当社グループの当第２四半期連結累計期間の連結売上高は、56億49百万円と前年同四半期の58億46百万円に比

べて１億97百万円の減収となりました。

営業利益は95百万円（前年同四半期は84百万円）、経常利益は１億42百万円（前年同四半期は３億25百万

円）、当第２四半期純利益は２百万円（前年同四半期は２億94百万円）となりました。
　
セグメントの業績は、次のとおりであります。

①　画像情報機器事業

画像情報機器事業の当第２四半期の連結売上高は、前年同四半期に比べて２億24百万円減収の55億61百万円

（前年同四半期は57億85百万円）となり、営業利益は90百万円(前年同四半期は90百万円）となりました。
　
②　その他事業

その他事業のモーションデバイス事業の当第２四半期の売上高は87百万円（前年同四半期は60百万円）とな

り、営業損益は４百万円の利益（前年同四半期は６百万円の損失）となりました。
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 (2) 財政状態の分析

①　資産の部

当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、130億70百万円となり、前連結会計年度末の137億48百万円に比

して６億77百万円減少いたしました。

流動資産につきましては、93億85百万円となり、前連結会計年度末の99億５百万円に比して５億19百万円減

少いたしました。

有形固定資産につきましては、17億10百万円となり、前連結会計年度末の18億14百万円に比して１億４百万

円減少いたしました。

無形固定資産につきましては、４億５百万円となり、前連結会計年度末の４億47百万円に比して41百万円減

少いたしました。

投資その他の資産につきましては、15億68百万円となり、前連結会計年度末の15億81百万円に比して12百万

円減少いたしました。
　
②　負債の部

当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、34億72百万円となり、前連結会計年度末の41億13百万円に比し

て６億40百万円減少いたしました。

流動負債につきましては、24億70百万円となり、前連結会計年度末の30億34百万円に比して５億63百万円減

少いたしました。

固定負債につきましては、10億１百万円となり、前連結会計年度末の10億78百万円に比して76百万円減少い

たしました。
　
③　純資産の部

当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、95億98百万円となり、前連結会計年度末の96億35百万円に比

して37百万円減少いたしました。
　
 (3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前年同四半期連結累計

期間に対して３億92百万円増加の39億14百万円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。
　

(営業活動によるキャッシュ・フロー)　

当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果、資金は５億36百万円の増加（前年同四半期連結累計期

間は２億75百万円の増加）となりました。この主な要因は、仕入債務３億75百万円の減少による資金の減少は

ありましたが、税金等調整前四半期純利益が１億42百万円、減価償却費１億39百万円、売上債権の減少４億85

百万円等の資金の増加によるものであります。
　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)　　

当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果、資金は73百万円の減少（前年同四半期連結累計期間は

68百万円の減少）となりました。この主な要因は、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出74百万円

等によるものであります。
　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)　

当第２四半期連結会計期間における財務活動の結果、資金は１億17百万円の減少（前年同四半期連結累計期

間は36百万円の減少）となりました。この主な要因は、長期借入金の返済による支出41百万円及び配当金の支

払額76百万円によるものであります。
　
 (4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。
　
 (5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、１億92百万円であります。

当第２四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
　
 (6) 継続企業の前提に関する重要事象等についての分析、検討内容及び解消、改善するための対応策

当社グループは、「第２ 事業の状況　１ 事業等のリスク　(2) 継続企業の前提に関する重要事象等」に記載の

とおり、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しております。　

当該事象又は状況を解消、改善するための対応策として下記項目について取り組んでおります。

① 収益構造の改善 ② 生産構造改革 ③ 技術開発の情報の共有化 ④ 組織体制の見直し及び人員削減等の合理

化 ⑤ 新規事業の開拓 ⑥ 固定資産の有効活用 ⑦ 資金繰り
　

当社グループの対応策の詳細は、「第４ 経理の状況　継続企業の前提に関する事項」に記載しております。
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第３ 【提出会社の状況】
　

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 48,275,000

計 48,275,000
 

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,525,000 15,525,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式
単元株式数 1,000株

計 15,525,000 15,525,000 ― ―
 

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

 

― 15,525 ― 4,651,750 ― 1,816,304
 

　

(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

株式会社三桂製作所 東京都大田区下丸子４丁目21-１ 5,170 33.30

渡邉正禮 東京都大田区 1,496 9.64

三桂興産株式会社 東京都大田区下丸子４丁目21-１ 671 4.32

池田公子 神奈川県横浜市港北区 602 3.88

湯藤大恵子 東京都中央区 602 3.88

篠原美枝子 東京都港区 584 3.76

柳澤二郎 神奈川県逗子市 560 3.60

渡邉恒子 東京都港区 439 2.82

ザ バンク オブ ニユーヨーク
ノントリーテイー ジヤスデツク
アカウント(常任代理人 株式会
社三菱東京ＵＦＪ銀行)

GLOBAL, CUSTDAY, 32ND FLOOR ONE WALL
STREET NEWYORK, 10286 U.S.A.        (千
代田区丸の内２丁目７番１号)

385 2.47

MSCO CUSTOMER SECURITIES (常
任代理人モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社)

1585 BROADWAY NEWYORK,NY 10036,U.S.A.
(千代田区大手町１丁目９-７)

381 2.46

計 ― 10,893 70.13
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 202,000

 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

15,316,000
15,316 ―

単元未満株式
普通株式

7,000
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,525,000 ― ―

総株主の議決権 ― 15,316 ―
 

（注）「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式773株が含まれております。 
 

 

② 【自己株式等】

　 　 　 　平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 東京都大田区矢口一丁目
５番１号

202,000 ― 202,000 1.30
桂川電機株式会社

計 ― 202,000 ― 202,000 1.30
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,671,846 3,914,665

  受取手形及び売掛金 ※1  2,677,067 ※1  2,082,193

  有価証券 501,329 501,446

  商品及び製品 1,343,680 1,265,027

  仕掛品 93,422 109,858

  原材料及び貯蔵品 1,482,770 1,406,418

  その他 397,756 397,173

  貸倒引当金 △262,701 △291,302

  流動資産合計 9,905,173 9,385,480

 固定資産   

  有形固定資産 1,814,768 1,710,756

  無形固定資産   

   のれん 15,297 1,898

   その他 431,898 403,863

   無形固定資産合計 447,195 405,761

  投資その他の資産   

   投資有価証券 786,125 830,476

   その他 821,423 764,469

   投資損失引当金 △24,899 △24,899

   貸倒引当金 △1,400 △1,300

   投資その他の資産合計 1,581,249 1,568,747

  固定資産合計 3,843,213 3,685,265

 資産合計 13,748,386 13,070,745
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 1,845,681 1,414,097

  1年内返済予定の長期借入金 9,924 9,881

  1年内返済予定の関係会社長期借入金 72,000 72,000

  未払法人税等 168,031 126,465

  賞与引当金 58,603 63,412

  その他 880,592 784,993

  流動負債合計 3,034,832 2,470,848

 固定負債   

  長期借入金 358,917 339,369

  関係会社長期借入金 144,000 108,000

  退職給付に係る負債 242,779 220,388

  役員退職慰労引当金 129,228 139,008

  その他 203,517 195,067

  固定負債合計 1,078,442 1,001,833

 負債合計 4,113,275 3,472,681

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 4,651,750 4,651,750

  資本剰余金 1,816,304 1,816,304

  利益剰余金 4,755,864 4,670,391

  自己株式 △113,485 △113,485

  株主資本合計 11,110,432 11,024,960

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △41,885 △12,468

  為替換算調整勘定 △1,473,795 △1,461,481

  退職給付に係る調整累計額 40,359 47,052

  その他の包括利益累計額合計 △1,475,321 △1,426,896

 純資産合計 9,635,111 9,598,064

負債純資産合計 13,748,386 13,070,745
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 5,846,724 5,649,525

売上原価 4,210,172 3,957,367

売上総利益 1,636,551 1,692,157

販売費及び一般管理費 ※1  1,552,300 ※1  1,597,140

営業利益 84,251 95,017

営業外収益   

 受取利息 5,941 3,930

 受取配当金 1,549 1,629

 持分法による投資利益 5,543 9,482

 不動産賃貸収入 20,731 20,613

 為替差益 214,994 30,386

 雑収入 5,724 5,608

 営業外収益合計 254,485 71,651

営業外費用   

 支払利息 2,754 14,565

 不動産賃貸費用 8,707 9,505

 雑損失 1,701 533

 営業外費用合計 13,163 24,604

経常利益 325,572 142,063

特別利益   

 固定資産売却益 - 232

 特別利益合計 - 232

特別損失   

 特別退職金 10,863 -

 特別損失合計 10,863 -

税金等調整前四半期純利益 314,709 142,296

法人税、住民税及び事業税 24,199 115,172

法人税等調整額 △4,046 24,455

法人税等合計 20,152 139,627

少数株主損益調整前四半期純利益 294,556 2,669

四半期純利益 294,556 2,669
 

EDINET提出書類

桂川電機株式会社(E02000)

四半期報告書

10/19



【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 294,556 2,669

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △587 29,417

 為替換算調整勘定 229,525 12,314

 退職給付に係る調整額 - 6,693

 その他の包括利益合計 228,937 48,425

四半期包括利益 523,493 51,094

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 523,493 51,094

 少数株主に係る四半期包括利益 - -
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 314,709 142,296

 減価償却費 160,435 139,008

 貸倒引当金の増減額（△は減少） 12,355 39,850

 賞与引当金の増減額（△は減少） △1,590 4,809

 退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,655 -

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - △42,021

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △19,427 9,780

 受取利息及び受取配当金 △7,491 △5,560

 支払利息 2,754 14,565

 持分法による投資損益（△は益） △5,543 △9,482

 特別退職金 10,863 -

 為替差損益（△は益） △387,561 225,934

 固定資産除売却損益（△は益） - △232

 売上債権の増減額（△は増加） 115,975 485,998

 たな卸資産の増減額（△は増加） 343,590 23,753

 仕入債務の増減額（△は減少） 79,872 △375,958

 その他 △147,535 33,298

 小計 456,751 686,041

 利息及び配当金の受取額 19,491 5,560

 利息の支払額 △3,512 △15,322

 特別退職金の支払額 △169,071 -

 法人税等の支払額 △28,400 △140,115

 営業活動によるキャッシュ・フロー 275,257 536,162

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △78,540 △59,768

 有形固定資産の売却による収入 5,642 452

 無形固定資産の取得による支出 △459 △14,427

 貸付金の回収による収入 2,700 4,100

 その他 2,129 △3,510

 投資活動によるキャッシュ・フロー △68,528 △73,152

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入金の返済による支出 △36,000 △41,547

 自己株式の取得による支出 △18 -

 配当金の支払額 - △76,108

 財務活動によるキャッシュ・フロー △36,018 △117,655

現金及び現金同等物に係る換算差額 274,797 △102,534

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 445,509 242,819

現金及び現金同等物の期首残高 3,076,320 3,671,846

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,521,829 ※1  3,914,665
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　当社グループは、前連結会計年度に当期純利益１億33百万円及び営業キャッシュ・フロー４億41百万円のプラスを計

上することができましたが、依然として営業損失１億99百万円を計上しておりました。

　当第２四半期連結累計期間においては、営業利益95百万円及び四半期純利益２百万円を計上したものの、本格的な業

績の回復を確認できるまでには至っていないこと等から、前連結会計年度に引き続き継続企業の前提に重要な疑義を生

じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

　当社グループは、当該事象又は状況を早期に解消、改善すべくグループの収益力向上及び財務体質強化を図り、安定

した経営基盤を築くために、以下の対応策に取り組んでまいります。

（1）収益構造の改善

　① 国内外の販売会社を含めた営業体制及び営業活動の強化を図り、グローバル市場での売上規模の拡大及び新興国へ

　　 の拡販強化を実施してまいります。

　② 管理業務の効率化を図り、固定費削減を含むコスト管理を更に強化してまいります。

　③ 徹底した在庫管理を目指し、在庫の削減を含めた管理及び購入調整を強化してまいります。

 (2）生産構造改革

　① 国内調達による製品等の部材につきましては、調達コストの低減を図るため、海外生産拠点における新たな調達先

　  の開拓により、直接の調達割合を増やし、コスト削減を図ってまいります。

　② 製品の生産工程等の見直し・合理化を図り、製造原価の低減を実施してまいります。

（3）技術開発の情報の共有化

　当社は技術及び開発部門の統合により、機械系、光学系、電気系、ソフトウェア系など専門設計者との多様な設計情

報を共有化し、厳しい競争において、いかに早く、品質の良い売れ筋の製品を出すかという課題の中、新製品の開発力

の向上とタイムリーな市場投入をさらに強化するとともに、開発計画の厳守及び技術開発コスト削減の徹底を実施して

まいります。また、モノ作りに関する人材・技術双方の育成と創造にも努めてまいります。

　個々の製品に関する研究開発投資につきましては、メーカーの生命線であるとの認識のもと、その投資内容を厳選

し、重点的な投資を実行してまいります。

（4）組織体制の見直し及び人員削減等の合理化

　① 事業規模に応じた経営の効率化を図るうえで、人員体制の機動的な対応に向け、必要に応じて組織体制及び人員配

　  置のさらなる見直しを実施してまいります。

② 役員報酬の削減と管理職の賞与について減額を引続き実施してまいります。

（5）新規事業の開拓

 当社は新たな収益源の確保を目的とするため新規事業本部を新設しており、本業を核として相乗効果の出る関連分野

での事業、本業の拡大を図りながら第２第３の柱となる新しい市場分野での事業、本業に代わる成長分野での事業等、

いくつかのブロックに分けて情報を収集、分類し厳選した上で検討を行っております。

 当社製品とIT関連技術を融合させ、付加価値の向上を図るような要素技術の情報収集及び検討を行ない、さらに当社

技術を活かした現行の分野に近い事業についても、要素技術の可能性、競争力、事業性等の検討を行ってまいります。

また、他分野での事業を行なう上で、技術パートナーとの協調も視野に入れた検討を行なってまいります。

（6） 固定資産の有効活用

 生産拠点での生産効率の向上やコスト削減を図るため、固定資産の有効活用に注力してまいります。設備投資につき

ましては、投資後も減価償却、保全、改良などが必要となり、初期投資だけでない維持・運用のための財務的な負担も

考慮し、自社の設備保全に要するコストを削減し、かつ設備の余寿命を延ばし、結果として設備の稼動を向上させる方

法を検討してまいります。

（7） 資金繰り

 当社グループは、事業目標に応じた効率的なコスト削減に取り組み、事業及び運転資金の安定的な確保と維持に向

け、グループ内の資金を最大限に有効活用してまいります。現状におきましては、厳しい事業環境を乗り越えるための

資金繰りに支障はないと判断しております。なお、取引金融機関に対しましては、引続きご協力を賜りますよう協議を

進めてまいります。

 以上の施策を実施するとともに、今後も引続き有効と考えられる施策については、積極的に実施してまいります。

 現在、これらの対応策を進めており、当第２四半期連結累計期間の業績において改善効果を確認しておりま

す。　　　

 しかしながら、これらの対応策を実施してもなお、今後の売上高及び利益の回復は、受注動向や為替の影響等、経済

環境に左右され確信できるものではなく、また、売上高の回復が資金計画にも重要な影響を与える等から、現時点では

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

 なお、当社グループの四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。
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(会計方針の変更等)

　（退職給付に関する会計基準等の適用）

 「退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。)及び

「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給付適用指

針」という。)を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第１四半

期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定

額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を、従業員の平均残存勤務期間に基づく割引率から

退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しており

ます。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期連

結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しておりま

す。

 この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が11百万円増加し、利益剰余金が11百万円減少し

ております。なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益への影響は軽微で

あります。

　

 
(四半期連結貸借対照表関係)

※1  輸出手形割引高は、次のとおりであります。
 

 
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

 14,564千円 14,564千円
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※1  販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。
 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

荷造運搬費 30,973千円 36,623千円

役員報酬 31,139千円 38,737千円

給料及び賞与 567,177千円 576,319千円

賞与引当金繰入額 21,782千円 21,243千円

退職給付費用 10,142千円 △3,661千円

役員退職慰労引当金繰入額 -千円 9,780千円

法定福利費 171,115千円 140,339千円

交通費 104,443千円 103,957千円

減価償却費 89,354千円 61,059千円

支払手数料 123,330千円 113,243千円

貸倒引当金繰入額 △1,255千円 78,794千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり
であります。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日)

現金及び預金 3,521,829千円 3,914,665千円

現金及び現金同等物 3,521,829千円 3,914,665千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日)

1 . 配当金支払額
 　
  該当事項はありません。
 

 
2 . 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの
 　
  該当事項はありません。
 

 
3 . 株主資本の著しい変動
 　
  資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の内容
 　
(1) 会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の一部を減少させ、その他資本剰余金に

振り替えました。
    

① 減少した準備金の額   
 資本準備金 430,377千円  
    

② 増加した剰余金の額   
 その他資本剰余金 430,377千円  
    

(2) 会社法第452条の規定に基づき、上記資本準備金振替後のその他資本剰余金の全額を減少さ

せ、繰越利益剰余金に振り替えることにより、繰越利益剰余金の欠損を填補致しました。
    

① 減少した剰余金の額   
 その他資本剰余金 430,377千円  
    

② 増加した剰余金の額   
 繰越利益剰余金 430,377千円  

 

 

当第２四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年９月30日)

1 . 配当金支払額
 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 76,611 5.00 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 
2 . 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの
 　
  該当事項はありません。
 

 
3 . 株主資本の著しい変動
 　
  該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日　至 平成25年９月30日）

　当該セグメントにつきましては、「画像情報機器」の売上高、営業損益の金額が、それぞれ全セグメントの売上

高合計、営業損益金額の合計額の90％を超えており、「その他」の事業に重要性が乏しいため、セグメントの記載

を省略しております。

　

当第２四半期連結累計期間（自 平成26年４月１日　至 平成26年９月30日）

　当該セグメントにつきましては、「画像情報機器」の売上高、営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上

高合計、営業利益金額の合計額の90％を超えており、「その他」の事業に重要性が乏しいため、セグメントの記載

を省略しております。

 

(１株当たり情報)

    １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成25年４月１日
至　平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 19円22銭 17銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額　(千円) 294,556 2,669

普通株主に帰属しない金額　(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額　(千円) 294,556 2,669

普通株式の期中平均株式数　(千株) 15,322 15,322
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

(重要な後発事象)

  該当事項はありません。
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２ 【その他】

 　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２６年１１月７日
 

 桂 川 電 機 株 式 会 社

    取 締 役 会 御 中
 

 

有限責任監査法人　トーマツ  
 

 

指定有限責任社員
 

業 務 執 行 社 員
 

 公認会計士 大　　髙　　俊　　幸 ㊞

 

 

指定有限責任社員
 

業 務 執 行 社 員
 

 公認会計士 五 十 嵐　 勝  彦 ㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている桂川電機株

式会社の平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成２６年７

月１日から平成２６年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２６年９月３０日

まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、桂川電機株式会社及び連結子会社の平成２６年９月３０日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

強調事項

 継続企業の前提に関する事項に記載されているとおり、会社は前連結会計年度まで５期連続の営業損失を計上してい

る。当第２四半期連結累計期間においては、営業利益９５百万円及び四半期純利益２百万円を計上したものの、本格的

な業績の回復を確認できるまでには至っていないこと等から、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又

は状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。なお、当該事象又は状況に

対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続

企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表に反映されていない。

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) 1 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報
告書提出会社）が別途保管しております。

 2 XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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